
�定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

�定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の内訳
一般行政部門
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手法（主な事由）概要

減員理由…事務事業の進捗状況などを踏まえた減、
退職不補充

増員理由…総務一般部門の執行体制の充実など（行
革推進体制の強化、政策部門の充実）

減員理由…異動減（欠員不補充）

減員理由…異動減（欠員不補充）、退職不補充
増員理由…青い実学園、保育所、高齢者福祉業務の執

行体制の充実など

減員理由…事務の統廃合縮小、異動減（欠員不補充）、
退職不補充

増員理由…ふれあい健康センターの開設、ダイオキ
シン対策の推進

減員理由…ユースプラザの管理業務を商工課に所管
替え、退職不補充

増員理由…ユースプラザの管理業務を商工課に所管
替え（商工課の執行体制の充実）

減員理由…事務の民間等委託、異動減（欠員不補充）

減員理由…事務事業の進捗状況などを踏まえた減、
異動減（欠員不補充）、退職不補充

増員理由…都市計画道路の整備推進
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市職員の定員の状況を公表します�
市では、行財政改革大綱に基づき、各種行政施策の円滑な執行体制の確保を基本としながら、定員管理の適正化に取り
組んでいますが、市民の皆さんにより一層のご理解をいただくため、平成１０年４月１日現在の定員の状況を公表します。

●問い合わせ庶務課へ内線３５９

１．部門別職員数の状況と主な増減理由

注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員は除く

２．定員適正化計画の数値目標および進捗状況
�定員適正化目標（数・率）
平成９年度から平成１３年度までの５年間で、職員削減率を平成８年度比△３．７６％、実数で５２人を削減する定員適正化
計画を策定し、定員モデルや類似団体における職員数の状況などを活用しながら、定員管理の適正化に取り組んでいます。

定員適正化計画の概要

注）「９年～１３年計」の（ ）の数値は、それぞれ平成８年４月１日現在の職員数に対する率を示す

�定員適正化手法の概要
定員適正化手法については、事務事業の見直し（統廃合縮小）、組織・機構の簡素合理化、事務の民間委託、OA化の推
進、退職者の後任不補充などの従来から取り組んでいる手法を活用するとともに、事務事業の進捗状況にあわせて関連
する組織や定員を縮小し、職員の再配置などにより新たな行政需要に対応する執行体制を確保するなど、極力「現員の
中での対応」を基本として、総職員数の純増抑制に努めています。
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（各年４月１日現在）

（各年４月１日現在）

主 な 増 減 理 由

行財政改革の推進体制の強化など
事務事業の効率化などによる減
高齢者福祉業務の執行体制の充実など
ダイオキシン対策の推進体制の強化など
事務事業の効率化などによる減
事務事業の効率化などによる減

事務事業の効率化などによる減

小・中学校事務職のパート化などによる減
消防体制の充実

事業の進捗状況などを踏まえた減
国民健康保険事業の執行体制の充実

対前年
増減数

０
＋２
△１
＋７
＋１
△２
△２
０
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＋２
△１７
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△８（－０．９７％）

△３２（－７．１３％）
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８３０
５
４４４
△５
１０４
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